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札幌市まちづくりセンターにおける情報発信の実態と課題 

－まちづくりセンターのあり方の再考と 

さらなる知名度向上の必要性－ 

奥田 純子 

 

１. はじめに 

近年、人口減少・少子高齢化のため、まちづくり活動の担い手不足に悩む市町村は

多い。2000年の地方分権一括法施行後、市町村には基礎的な自治体として地域におけ

る包括的な役割を果たすことが期待されるとともに、住民がまちづくりに果たす役割

が一層重要になってきた。また、2003年の地方制度調査会答申によると、基礎自治体

においては、住民に身近なところで住民に身近な事務を住民の意向を踏まえつつ効果

的に処理するという観点が重要とされる。 

こうした背景のもと、住民と行政の協働という観点から、自治体職員が地域に配置

される「地域担当職員制度」を導入する自治体が全国各地で見られるようになった。

札幌市でも、市民自治を推進すべく、市内の「まちづくりセンター」に市職員を配置

する独自の取組をしている。一般的に、住民が行政やまちづくりに関心を持ってそれ

に参加するためには、その情報が住民にしっかりと伝わっていることが重要であるが、

札幌市では行政の情報を発信していても、情報を受け取る側の住民は情報が伝わって

いないと感じている。札幌市における情報を発信する側と受け取る側とのこのような

認識の差を埋めるため、まちづくり等の情報が集まる場であり、住民に身近な機関で

ある札幌市「まちづくりセンター」における情報発信に焦点を絞り、広く住民に情報

が伝わるための課題を提示する必要がある。 

本稿は、まちづくりセンターの概要と札幌市の情報発信の現状を確認したのち、ま

ちづくりセンター全87カ所の所長を対象に独自に行ったアンケート調査等の結果を踏

まえて、札幌市が検討すべき情報発信上の課題を提示するものである。 

 

２. 札幌市の情報発信の現状 

２.１ 札幌市まちづくりセンターを研究対象とする背景 

2000年の地方分権一括法 1)の施行以降、我が国の地方公共団体の役割・あり方が見
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直され、2003年の第27次地方制度調査会答申によると、「市町村は、基礎自治体とし

て地域において包括的な役割を果たしていくことがこれまで以上に期待」されており、

「地域においては、コミュニティ組織、NPO 等のさまざまな団体による活動が活発に

展開されており、地方公共団体は、これらの動きと呼応して新しい協働の仕組みを構

築すること」が求められている 2)。その上で、「基礎自治体には、その事務を適切か

つ効率的に処理するとともに、住民に身近なところで住民に身近な事務を住民の意向

を踏まえつつ効果的に処理するという観点が重要である」とされている 3)。 

こうした中、櫻井［2009］（pp.57-71）によると、行政と住民との協働の観点から、

市民活動・NPO への支援を目的とした中間支援施設・組織などが各地で展開されて

いる一方で、このような中間支援組織の設立ではなく、行政職員による直接的な地域

コミュニティ支援を推進するため、小学校区や行政区あるいは集落など一定のエリア

ごとに行政職員を地域担当職員として配置する制度（地域担当職員制度）を導入する

自治体もある。稲垣［2014］（pp.89-106）によると、「地域担当職員制度」とは、必

ずしも自治体間で同一の制度が存在しているわけではないが、「自治体職員に担当地

域を設定し、本来所属している庁内各部局での職務とは別に、担当地域内で開催され

るお祭りなどのイベント、清掃や交通安全運動等の様々な地域活動への参加や、地域

と自治体行政との連絡調整を職務として行わせることを目的とする制度」である。こ

の制度は、1968年に千葉県習志野市が導入した「地域担当制」から全国に広まったも

のである。習志野市では、市民のニーズの多様化に伴い、効率的・効果的に公共サー

ビスを提供するために地域担当制を導入した。宮本［2013］（pp.16-18）によると、

習志野市の地域担当職員の任務は、「広報広聴の担い手」と「まちづくりの担い手」

であるが、職員のみならず地域住民にも自らがまちづくりの担い手であるという認識

と責任を培ってもらうため、意見・要望・課題等を「もの申す」型から、自分たちの

まちづくりを共に「考える」型に、さらには地域での課題等について、自分たちで

「行動する」型へと発展させていくことを目指している。 

一方、札幌市では、2003年に就任した上田文雄市長が、「市民 4)の力みなぎる、文

化と誇りあふれる街」をまちづくりの目標とし、この実現のために2004年、従来の連

                                                                             
1) 「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（平成11年法律第87号）」の 

通称。 

2) 地方制度調査会（2003）「今後の地方自治制度のあり方に関する答申」、p. 1 
〈 http://www.pref.tokushima.jp/docs/2013021400245/files/031113toushin.pdf 〉（参照2015-10-15） 

3) 同上、p.11 

4) これ以降、「市民」と「住民」を分けて記載する。「市民」とは、札幌市自治基本条例に定

義されているとおり、「市内に住所を有する者、市内で働き、若しくは学ぶ者及び市内に

おいて事業活動その他の活動を行う者若しくは団体」をいい、文脈上札幌市全体がテーマ

の時に用いる。「住民」とは、まちセン単位の地区に住所を有する者を指し、文脈上まち

センが中心テーマの時に用いる。 
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絡所の機能を強化し、まちづくり活動 5)の拠点として、87カ所の連絡所を「まちづく

りセンター」（以下、「まちセン」という。）に改編した。まちセンは概ね中学校区に 

1 カ所配置され、人口1万～3万人の地区 6)を所管している。所長には市の課長職 1 名

を配置し、非常勤職員2名がそのサポートをする体制となっている。このまちセン所

長の果たす役割は前述の地域担当職員と類似しているが、長谷部［2006］（pp.118-

131）によると、その役割は住民と行政とのパイプ役にとどまらず、所長は、地域の

方々と連携しながらまちづくり活動を推進し、地域の課題解決やコミュニティの活性

化、地域で活動する個人や団体のネットワークづくりに向けた取組の援助をすること

とされている。住民の自立性・主体性を尊重し、住民が主体となったまちづくり活動

を支援するため、概ね中学校区に設置されている機関（まちセン）に課長職の市職員

を常駐させることは、札幌市の特徴的な取組の一つであろう。 

まちセンの中には、その運営を自主運営化、すなわち地域住民自らが運営し、自主

的なまちづくり活動を積極的に実施する所も存在する 7)（以下、所長が市職員のまち

センを「『直営』のまちセン」、所長が地域住民のまちセンを「『自主運営』のまちセ

ン」と称する。）。自主運営のまちセンの中には、南区石山地区のように、上記の習志

野市が目指すのと近い形で、地域住民自らまちづくりを「考え」、地域課題等につい

て、自分たちで「行動する」地区がある。より具体的には、石山地区では、「住民自

治」をまちづくりの基本姿勢として、住民組織である「まちづくり協議会」8)を中心

に数多くの事業（2014年度では31事業）を展開している。代表的な事業として「いし

やま朝市」がある。近隣に商店が少なく日常の食材を身近で買うことが困難な住民が

いることに対し、住民同士が話し合って自主的に朝市を始めた。年々出店者も品数も

増え、朝市は地域の憩いの場としても大きな役割を果たしている 9)。 

前述したように、地域の住民組織や NPO 等と行政が協働する仕組みを構築するこ

とが自治体に求められている中で、札幌市のまちセンという制度の枠組みの中におけ

                              
5) 札幌市が作成したまちセンのリーフレット「知っとく、行っとく−まちづくりセンターガ

イド」に記載されている定義に則り、「まちづくり活動」とは、「誰もが住みやすいまちに

するための活動」と定義する。 

6) これ以降、本稿で「地区」と記載しているものは、全て「札幌市まちづくりセンターが管

轄している区域」を指すものとする。 

7) 自主運営のまちセンの運営主体は、「まちづくり協議会」、「地区連合会」、「運営委員会」

である。 

8) 「まちづくり協議会」とは、「地域の団体や個人を緩やかに結び、それぞれが独自性を活か

しながら、地域の団体や個人が主体となって地域の課題を考え、共通の課題の解決や目標

の実現に向けて行動する場」であり、地域の町内会や企業、ボランティア、市民活動をし

ている人が連携する組織である。 

札幌市市民まちづくり局市民自治推進室「札幌市のまちづくりセンター」、p.19、 

〈http://www.city.sapporo.jp/shimin/jichi/machisen/documents/sapporosinomatidukurisennta-.pdf〉 
（参照2015-10-15） 

9) 石山地区まちセン所長へのヒアリングより（2013年12月 5 日実施）。 
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る石山地区の活動を先進事例の一つとして考えると、まちづくり活動の拠点としての

まちセンのあり方や今後の課題を検討することは、札幌市全体のためになるのみなら

ず、他の自治体にとっても、住民と行政との協働社会10)を構築する際の手助けになる

のではないかと考え、札幌市のまちセンを研究対象とすることにした。 

 

２.２ 「連絡所」から「まちづくりセンター」へ 

札幌市がまちセンの概要を資料としてまとめた「札幌市のまちづくりセンター」に

よると、札幌市は、1972年の政令指定都市移行に伴い、住民に身近な行政機関を区役

所へ一元化することに伴う激変を緩和するとともに、市民の利便性を確保するため、

当時45カ所に設置していた出張所を改編して連絡所を開設した。連絡所では住民組織

の振興、地区の要望等の集約、市政の周知、戸籍や住民票の取次ぎ等の役割を担って

きた。その後、人口増に伴い順次増設し、1998年には87カ所（出張所 2 カ所含む。）

となった。連絡所はこれまでも住民活動の振興や要望集約の窓口として機能してきた

が、その機能を一層充実させ、「市民自治」11)によるまちづくりを推進するための地域

のまちづくり活動の拠点とすべく、2004年 4 月に機能転換を図るとともに名称を「ま

ちづくりセンター」に変更したのである。 

連絡所からまちセンに移行する際、どのように市民に周知したか。これに関しては、

「『広報さっぽろ』を中心に、まちづくりセンターの PR を進め」たとのことである12)。

また、その他、札幌市としてはまちセンのリーフレットを、本庁や区役所、各まちセ

ン、若者活動センター、コンビニなどに配架したり、出前講座等で PR をしたり、子

どもまちセン 1 日所長や、学校教材として提供している冊子13)にまちセンを掲載する

といった事業を通じて、子どもたちにもまちセンを知ってもらう取組をしてきた14)。 

                              
10) 2003年地方制度調査会答申より、地方公共団体に求められている仕組み、すなわち、地域

のコミュニティ組織、NPO 等の様々な団体による活発な活動と呼応した新しい協働の仕組

みのこと。 

11) 「市民自治」とは、「市民とその代表である議会、行政が力を合わせて、自分たちのまち

づくりは自分たち自身で決める」ことである。“自治基本条例／札幌市”、 
〈http://www.city.sapporo.jp/shimin/jichi/kihon/index.html〉（参照2015-10-15） 

12) 札幌市市民局地域振興部振興課「連絡所の『まちづくりセンター』化について」、 

〈http://www.city.sapporo.jp/city/mayor/interview/documents/machizukuricenter.pdf〉 

（参照2015-10-15) 

13) 『みんなでまちづくり〜ステキな“さっぽろっこ”になろう〜』のこと。主に小学校 3 年
生の社会科の授業で活用できるまちづくりの手引書。編集会議は2008年12月から2009年 2 
月までに 4 回実施され、7 名の小学校教諭の協力を得て検討した。“子どもまちづくり手引

書／札幌市”、〈http://www.city.sapporo.jp/shimin/jichi/gugenka/kodomo-tebiki/top.html〉（参照

2015-10-15) 

14) 札幌市市民まちづくり局市民自治推進室市民自治推進課へのヒアリングより（2014年12月

11日実施)。 
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まちセンの認知度に関して、2010年に札幌市が実施したアンケート調査15)によると、

①「名前も行っていることも知っていた」（18.6％）、②「名前は知っていたが、行っ

ていることは知らなかった」（22.6％）、③「名前は知らなかったが、旧『連絡所』と

して住民票などの取次ぎを行っているところがあることは知っていた」（14.8％）の 

3 つを合わせて、まちセンの「名前または行っていることを知っている」とした時、

その割合は全体で56％である（①＋②＋③）。また、まちセンの「行っていることを

知っている」人の割合は33.4％（①＋③）、まちセンの「名前を知っている」人の割

合は41.2％（①＋②）である。一方、以前の連絡所について言えば、2003年度の市民

アンケート16)によると、最寄りの連絡所を利用しているかという設問に対し、「知っ

ており、よく利用する」（4.2％）、「知っており、たまに利用する」（18.9％）、「知っ

ているが、利用していない」（31.1％）、「連絡所は知っているが、最寄りの連絡所の

場所は知らない」（14.4％）の 4 つを合わせて「知っている」とした時、その割合は

全体で68.6％である。これらの結果から、連絡所から名称を変更し、機能を付加した

だけにもかかわらず、まちセンの認知度は連絡所時代よりも悪い状況であると推察で

きる。 

 

２.３ 「札幌市自治基本条例」におけるまちセンの位置付け 

札幌市では2006年10月に「札幌市自治基本条例」（以下、「自治基本条例」という。）

を制定した。自治基本条例の基本理念は、「市民自治」であり、まちづくりの基本原

則として、「まちづくりを進めるために必要な情報を共有する」（同条例第 5 条第 2 項）

ことと、「市政への市民参加を推進し、市民の意思を尊重する」（同条例第 5 条第 3 項）

ことが掲げられている（下線部は引用者）。まちセンに関しては、同条例第28条第 1 

項に「市は、まちづくりセンターを拠点として、（中略）まちづくりを進める」と規

定されており、同条第 2 項には、地域のまちづくり活動に対してまちセンが支援する

内容として、「(1)まちづくり活動の場及び機会の充実に関すること」、「(2)まちづく

り活動に資する情報の共有に関すること」、「(3)まちづくり活動を行う団体間の連携

の促進に関すること」、「(4)前 3 号に掲げるもののほか、まちづくり活動に資する取

組に関すること」が規定されている（下線部は引用者）。以上のようなまちづくりの

基本原則とまちセンが実施する支援内容からみて、札幌市ではまちづくり活動を推進

するために、「情報共有」を重視していると解釈できるであろう。 

また、札幌市市民アンケートでは、連絡所からまちセンへ改編する前の2003年度と

                              
15) 札幌市「まちづくりセンターに関する調査について」（調査期間：2010年 8 月 2 日〜2010

年 9 月12日)札幌市市民自治推進課へのヒアリング調査の際に提供された資料である。 

16) 札幌市「平成15年度 第 2 回市民アンケート調査結果」、 

〈http://www.city.sapporo.jp/somu/shiminnokoe/citi_enq/h1502/documents/02theme.pdf〉 
（参照2015-10-15) 
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改編後の2010年度に、「まちづくりセンターの重要な役割のひとつに、住民が主体と

なった地域課題への取組を支援することがあるが、そのためにどのような取組が重要

だと思うか。」という設問のアンケートを実施している17)。両年度ともに「自分の住

むまちへの関心を高める取組」という回答が最も重要なものとして挙げられている。

ここで、自分の住むまちの行政やまちづくりの情報がない状況で、住民が行政やまち

づくりに関心を持つことは困難であると考えられるので、「自分の住むまちへの関心

を高める」ためには、何よりもまず行政やまちづくりの情報が住民に伝わることが肝

要であると考える。 

 

２.４ 札幌市における情報発信に関する札幌市民の意識 

それでは、札幌市民は札幌市における情報発信をどのように受け止めているのか。

それに関する市民の意識について、2011年から2012年にかけて、札幌市が実施したア

ンケート調査18)の結果によると、今後市民自治によるまちづくりをより進めるために

強化すべき取組については、回答者の半数以上が情報発信の充実に関心を持っている。 

2010年に札幌市が実施した市民自治に関するアンケート調査の報告書によると、よ

り市政への市民参加を進めるために一番重要なことについては、情報発信に関する事

項が上位に挙がっている19)。また、地域のまちづくり活動をより進めるために必要な

ことについては、活動の実施状況についての情報が気軽に入手できることが求められ

ている20)。 

このように、札幌市が実施したアンケート調査を見る限りにおいて、市民は札幌市

における情報発信が不十分であると感じていることがわかる。札幌市では広報さっぽ

ろをはじめとした紙媒体による情報発信や、ホームページでの発信、メールマガジン、

出前講座、出前トーク、まちセンを通じてなど様々な手段で情報を発信している。た

しかに、ホームページやメルマガ、出前講座、出前トークは、行政の情報を詳しく知

るために有効な手段であるが、市民自らが申し込む必要のあるメルマガや出前講座、

出前トークに関して言えば、そもそも行政やまちづくりに関心を持った人でないと、

申し込むことはないのではないか。一般市民が情報を得るためには、気軽に情報に触

                              
17) 前掲、「平成15年度 第 2 回市民アンケート」 

札幌市「平成22年度 第 2 回市民アンケート調査結果」、 

〈http://www.city.sapporo.jp/somu/shiminnokoe/sakusei/documents/04theme_1.pdf〉 
（参照2015-10-15） 

18) 札幌市「札幌市自治基本条例に関するアンケート調査結果」（2012）、 

〈http://www.city.sapporo.jp/shimin/jichi/gugenka/jorei-enquete/documents/questionnaire.pdf〉 
（参照2015-10-15） 

19) 札幌市市民まちづくり局市民自治推進室「市民自治に関するアンケート調査実施報告書」

（2010）、p.31、〈http://www.city.sapporo.jp/shimin/jichi/gugenka/jichi-enquete/documents/3.pdf〉 
（参照2015-10-15） 

20) 同上、p.26 
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れることのできる環境が整っていることが重要であると考える。 

それでは、情報を発信する側と受け取る側との認識の乖離はなぜ生じるのか、この

問題を解明するため、様々な情報が集まる場所であり、市民にとって区役所よりも身

近な存在であるまちセンにおける情報発信の実態を把握することとする。市民にわか

りやすい情報を提供し、市民の声を市政につなぐ市役所の最前線の窓口であるまちセ

ンで、行政または地区の情報21)をどのように発信しているのか、また、情報を発信す

る側と受け取る側との認識の差を埋める手立てはあるのか確かめるべく、次章からは

まちセンにおける情報発信について述べることとする。 

 

３. まちセンの所長を対象に実施したアンケート調査結果 

３.１ アンケート調査の目的 

前述したとおり、住民が主体となった地域課題への取組を支援するために、「自分

の住むまちへの関心を高める取組」が最も重要な取組であると札幌市市民アンケート

の結果は示している。そこで、住民が自分の住むまちに関心を持つための前提として

の行政または地区の情報について、各まちセンではどのようにその情報を住民に発信

しているのか、特徴的な取組をしている地区はあるか、その実態を把握するためアン

ケート調査を実施した。 

 

３.２ アンケート調査の概要及び用語の定義 

アンケート調査は、札幌市全87カ所のまちセンの所長を対象に実施した。アンケー

ト調査票の配布は2014年10月に郵送で行い、同年11月にまちセンを一軒一軒訪問し回

収した。87カ所中85カ所のアンケートを回収し、回収率は97.7％である。前述したと

おり、まちセンには、所長が市職員である「直営」と、所長が地域住民である「自主

運営」の 2 種類あるため、アンケートの調査票も 2 種類作成した。2014年10月時点で、

直営のまちセンは78カ所、自主運営のまちセンは 9 カ所である。 

直営用の調査票では、設問数は全部で14あり、設問(1)～(2)では基礎事項として

「地区の課題」（ 3 つまで選択可）と「まちセンの事務量」について問い、設問(3)～

(8)では地区内での情報共有について、「行政または地区の情報の発信方法」と「地区

の情報の収集方法」を選択肢形式で問い、「情報共有のために工夫していること」と

「地区で活動する各団体のネットワーク化支援」については自由記載形式で尋ねた。

ここで、当該アンケート調査における「情報共有」とは、「まちセンが行政ないし地

区の情報を住民に発信し、また、地区の情報を収集することをいう。」と定義する。 

                              
21) 本稿における「行政の情報」とは、札幌市が主体となって公開している全ての情報を指す

ものとし、「地区の情報」と、地区における個人または団体によるまちづくり活動の内容

や、まちづくりに関する住民の意見・要望等、札幌市が主体となって公開するもの以外の

情報を指すものとする。  
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設問(9)～(14)では「地区における住民の行政への関心を高める取組」について把

握するため、「住民参加」と「住民の参画」に関する問いを設けた。設問(9)では「地

区の計画やビジョン策定」の有無を問い、設問(10)～(11)では「住民参加」について、

設問(12)～(14)では「まちづくりに対する住民の関心を高めるために力を入れて取り

組んでいること」について尋ねた。そして最後に、「情報を共有し、まちづくりに対

する住民の関心をより高めるために今後取り組みたい課題」について尋ねた。 

ここで、用語の定義をすると、当該アンケート調査における「住民参加」とは、

「行政参加」すなわち札幌市の行政活動の計画・実行・評価の過程に住民が参加する

形態の参加のことをいい、「住民の参画」とは、各まちセンが支援するまちづくり活

動の企画・運営等に広く住民が参加することを指し、札幌市の行政活動に参加する上

記の「住民参加」とは区別して用いている。また、「地区の計画」とは、例えば空き

地利用計画など具体的な地区の課題に対するまちづくり計画を指し、「ビジョン」と

は地区の将来像・理想像を指す。さらに、「まちづくり」は注 5 ）の「まちづくり活

動」と同義である。 

自主運営用の調査票においても、直営用の設問(1)～(8)、(10)～(14)は全く同じ設

問内容であり、直営用でいう設問(9)の部分に「地域活動ビジョン」と「地域交付金」

に関する設問を 4 問設けたため、自主運営用調査票の設問数は全部で17である。ここ

で、「地域活動ビジョン」とは、地域の将来像を共有し、一丸となってまちづくりを

進めるための方向性を示すものであり、自主運営移行の際に策定するものである。ま

た、「地域交付金」とは、「地域活動ビジョン」を定めた地域団体に交付されるビジョ

ン実現のための活動財源である22)。 

 

３.３ アンケート調査の結果 

(1)地区の課題とまちセンの業務量 

「地区の課題」に関して 3 つまで選択してもらい、1 番の課題として挙げられたも

のを 2 ポイント（以下「P」と表記する。）、その他を 1 P として計算したところ、ポ

イント数が多かった順に 3 つ挙げると、「まちづくりの担い手の確保」、「高齢者や子

どもの見守り」、「災害対策」であった。上位 3 つに関しては、自主運営でも直営でも

違いはなかったが、どの自主運営のまちセンも課題として挙げなかった「住民同士の

交流・孤立」が、直営では 4 番目に多く挙げられている。自主運営の場合はまちセン

の運営自体を地域住民が担っているが故に、直営よりも住民とまちセンとの距離が近

く、住民同士の交流がさほど課題になっていないのではないかと推察できる。 

次に、「まちセンの事務量」に関して、札幌市のホームページに挙げられていた 6 

                              
22) “まちづくりセンター自主運営化／札幌市”、 

〈http://www.city.sapporo.jp/shimin/jichi/gugenka/jisyu/top.html〉（参照2015-10-15) 
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つの事務23)のうち事務量が多いものから順番に 3 つ選択してもらった。6 つの事務と

は以下のとおりである。 

ア 地区住民組織の振興及び住民組織のネットワーク化支援 

イ 市民集会施設建設・維持管理等に係る相談及び要望等の集約 

ウ 戸籍及び住民記録業務等の収集 

エ 地区に係る要望等の収集 

オ 地区のまちづくりに関する施策等の企画及び推進に係る調整 

カ 地域情報の交流（共有）及び市政情報の提供 

※下線部は、2004年度に連絡所からまちづくりセンターへの改編に伴い追加したも

の。 

これらのうち、最も多い事務を 3 P、2 番目を 2 P、3 番目を 1 P として計算したと

ころ、直営及び自主運営ともに上記アとオの事務が上位 2 つであったが、3 番目に多

い事務に関しては、自主運営ではウの事務が 3 番目に多かったが、直営ではウは 5 番

目であり、カが 3 番目であった。なお、イとエは直営及び自主運営ともに低い数値と

なっている。 

 

(2)まちセンが地区の情報を住民に発信する方法 

「まちセンが地区の情報を住民に発信する方法」について複数選択で設問を設け、

そのうち 1 番有効と考えるものも同時に記載してもらい、1 番有効な手段を 2 P、そ

れ以外を 1 P として計算した。直営及び自主運営ともに 1 番有効な手段として多く挙

がったのは、「町内会の回覧板」であった。また、直営で 2 番目に多い回答は、「所長

が独自に入手した地区の情報を町内会等の会合で発信する」というものであったが、

この手段の活用は自主運営では多くなく、「町内会の回覧板」と「地区独自の広報紙、

チラシ、ポスター」に回答が集中した。そもそも自主運営のまちセンは、運営主体が

まちづくり協議会や地区連合会などの住民組織24)となっている関係上、直営のまちセ

ンのように自らが積極的に町内会等の住民組織の会合で情報を発信することの重要度

は低いものと考えられる。 

また、「まちセンが情報発信する際に、広く住民に伝わるように工夫していること」

に関して自由記載で尋ねたところ、専門用語を避けて言葉をわかりやすくしたり、イ

ラストや写真を活用したりして、何度もこまめに伝えるという内容の回答が最も多か

                              
23) 前掲、「札幌市のまちづくりセンター」、p.12 

直営用のアンケート調査票作成にあたって、中央区 1 名、北区 2 名の合計 3 名のまちセン

所長に事前に内容を確認してもらった際にアドバイスを受け、より内容をわかりやすくす

るため、イでは「・維持管理等」を挿入し、ウではもともとの「取次ぎ」を「収集」に変

更し、カでは交流の後ろに「（共有）」付け足している。 

24) 連合町内会を中心とし、まちセン区域内の各種まちづくり団体によって構成された連合組

織であり、名称は地区によって異なる。 
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った。続いて、地区独自の広報紙の発行に力を入れている地区や、1 つの手段ではな

く複数の手段を活用して情報発信するよう心がけている地区が多く見られた。 

「地区の情報を広く住民と共有するために、まちセンが独自に取り組んでいること」

について自由に記載してもらったところ、「広報紙やチラシを発行している」という

趣旨の回答が最も多かった。その他、地域住民と会話し、積極的にコミュニケーショ

ンをとる地区、ホームページやソーシャルメディアなどインターネットを活用した情

報発信に力を入れている地区、積極的に所長が地域の行事に参加している地区に概ね

分けることができた。 

 

(3)自分の住むまちに対する住民の関心を高めるための取組 

「自分の住むまちに対する住民の関心を高めるための取組」について尋ねたところ、

全体で最も多い回答は「まちづくり協議会や町内会の事業支援に関する取組」（40％）、

ついで、「住民との交流の場・イベントに関する取組」（27％）、「広報紙等を活用した

行政や地区の情報の周知」（16％）であった。 

「これらの取組に関し、具体的にどのような工夫をしているか」を自由記載で尋ね

たところ、自主運営のまちセンにおいては、「地域交付金や助成金を活用して、町内

会等各種活動団体の支援を行う」というものや、「町内会未加入者にも積極的に情報

を発信すること」、「とにかく地域の住民に見てもらうために広報紙のデザインの向上

に力を入れている」という回答が目立った。 

また、特徴的な取組として、若い世代を取り込むことに力を入れている地区の回答

をいくつか抜粋すると、「若い方の関心を高めたいと考えており、学校・幼稚園・児

童会館と連携し、子を持つ親の方々に地域活動にも興味を持つよう働きかけている。」

（中央区）、「①町内会の事業や役員のなり手等、意見・要望に対するアンケートを実

施し、出された結果から課題を導きだし、事業に反映するための検討会議を毎月開催

している。②単位町内会別に取り組んでいる事業を中心とした広報紙を毎月発行し、

加入に向けた呼びかけをしている。③若手の商店街活動グループと連携した取組につ

いて、定期に集まり協議している。」（北区）、「①地域内での交流を活性化させるため、

地域の児童会館・小中学校・高校・大学に地域のイベントへの出演や参加を積極的に

お願いしている。②小学生児童に地域の魅力を伝えるための町内会事業に関し、企画

運営を全面的に支援している。」（手稲区）という回答があった。 

 

４. ヒアリング調査結果 

４.１ 調査の目的 

アンケート調査の結果を踏まえて、ヒアリング調査を実施した。調査の目的は、次

の 3 点を確認することである。 

①まちセンのホームページにまちセン発行の広報紙を載せている区と載せていない
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区があることから、まちセンの広報紙を発行するか否かなどといったまちセンの

業務の方向性については、各区で決定しているのか。 

②アンケート結果より、情報発信については町内会の回覧板を活用する地区が最も

多かったが、札幌市の町内会加入率は年々低下傾向にあることや、札幌市が発信

する情報が市民に伝わっていないという実情に鑑みると、広く地区の住民に情報

を伝える手段として町内会の回覧板では限界があると考える。町内会の回覧板以

外に、広く住民に伝わるような情報発信手段としてどのようなものがあるか。 

③まちセンの認知度が低く、まちセンを訪れる人が一部の住民に限られるため、ま

ちセンが発信する情報が広く地区の住民に伝わらないのではないか。そもそも、

連絡所からまちセンへ移行した際にしっかりと市民に周知をしなかったため、い

まだにまちセンの認知度が低いのではないか。 

 

４.２ 調査の対象 

今回実施したアンケート調査と札幌市が実施したアンケート調査の結果を踏まえて、

中央区の A 地区（直営）、北区の B 地区（直営）、南区の C 地区（自主運営）（以下、

「中央 A 地区」、「北 B 地区」、「南 C 地区」と表記する。）の計 3 カ所のまちセンと、

南区及び豊平区の市民部地域振興課、札幌市市民まちづくり局市民自治推進室市民自

治推進課にヒアリング調査を実施した。 

まず、上記調査対象を選出した理由について述べる。北 B 地区と南 C 地区に関し

ては、アンケート調査で「地区の情報がしっかりと広く住民に伝わるように情報発信

する際に特に工夫していること」として、「まちづくりセンターの PR 活動」を挙げ

ていたのが当該 2 地区のみであったため、まちセン周知の必要性を認識している地区

の先進的な取組を調査すべく選出した。一方、中央 A 地区は、年齢別人口割合や人

口規模が同程度の北 B 地区との比較のため選出した。具体的には、北 B 地区では情

報発信手段として町内会の回覧板を最も活用しているのに対して、中央 A 地区では

回覧板の優先度が低いというアンケート結果を受けて、その理由やより有効な情報発

信手段は何かを調査した。 

次に、区役所の地域振興課へのヒアリング調査において、南区と豊平区を選出した

理由を述べる。南区は、区内に 9 カ所のまちセンがあるうち 6 カ所が自主運営の地区

であり、他の区と比較して自主運営のまちセンが多い区である。直営のまちセンの場

合、所長が市職員であるため行政の情報の発信は容易と考えられる一方で、自主運営

のまちセンから直営と同様に行政の情報を発信するためには、区役所の地域振興課か

らの情報が重要であると考えられる。区役所の地域振興課が行政の情報をまちセンと

共有する際に自主運営のまちセンとどのような関係にあり、どのような役割を果たし

ているのかを把握するため、比較的自主運営のまちセンが多い南区を選出した。一方、

豊平区には直営と自主運営のまちセンが両方存在し、また、生産年齢人口割合が高い
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地区や老年人口割合が高い地区などが満遍なく存在しているので、自主運営のまちセ

ンが多く、老年人口割合が高い南区と対比すべく、豊平区を選出した。 

最後に、札幌市市民自治推進課に対しては、主に前述の調査目的③について、連絡

所から移行した当初の広報等をヒアリング調査した。 

 

４.３ 調査結果 

４.３.１ まちセン業務の方向性について区で統一している事項の有無 

南区は区内 9 カ所中 6 カ所と自主運営のまちセンの数が多い区であるが、区の地域

振興課からまちセンへ行政の情報を提供する際、自主運営も直営も関わり方は基本的

に何も変わらないとのことであった。札幌市のイベントの周知やその他札幌市の取組

等に関して、まちセンにパンフレット等を置いてもらうなどして情報提供しているの

で、その点では自主運営も直営も全く同じように情報提供していると南区地域振興課

は認識している。また、毎月1回開催されるまちセンの所長会議でも一律に行政の情

報が提供される。まちセンの業務の方向性に関して南区全体で決定している事項は特

になく、まちづくり通信を出すなど基本的に地域の特性に合わせて所長が判断して取

り組んでいるとのことである。まちセン業務のベース25)は守りつつ、それ以外の取組

については所長の裁量は大きいが、まちセンはあくまでも地域住民がまちづくり活動

をしやすいように支援する立場であるので、所長によって地域での取組が変わるとい

うことはないという。 

一方、豊平区においても、地域振興課とまちセンとの関わり方については、地域住

民に情報を発信するという点で自主運営と直営とで違いがないような体制にしている

とのことである。すなわち、自主運営のまちセンでは、区の地域振興課長がまちセン

の所長を兼務する体制になっており、地域振興課長は地区が雇用しているもう一人の

所長と行政の情報を共有し、まちセンを通じて住民に発信している。地域振興課長の

役割は、行政の情報をまちセンの所長に伝達することが主で、地元の人では対応でき

ないトラブルに対応することもまれにあるという。 

また、南区では区全体で統一して取り組んでいる事項はない一方で、豊平区では、

町内会への加入促進に力を入れているので、各まちセンでも福祉・美化・除雪などの

分野で町内会と連携を図って取り組んでいるとのことである。まちセンはあくまでも

地域住民の活動を支援する立場にあるので、地域での住民同士の支え合いを生むため

にも、町内会加入を促し、向う三軒両隣の関係を構築することを目指している。豊平

区に移入してきた方には区で作成した町内会加入を勧めるチラシを渡して、逐一加入

を促しているという。 

 

                              
25) 札幌市が示しているまちセンの事務 6 つのこと。3.3（1）参照。 
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４.３.２ 町内会回覧板の重要性とより有効な情報発信手段 

北 B 地区では町内会の回覧板を情報発信のツールの一つとして重視しているが、

その理由として、「コミュニティ（＝町内会）の活性化が、住民のまちへの関心を高

める」とまちセンの所長が考えているからである。北 B 地区の所長は、「日頃の住民

同士の交流があることが地域への愛着に繋がり、地域課題の解決につながる」と考え

ているため、町内会の役員とはコミュニケーションを頻繁にとっているとのことであ

る。 

一方で、北 B 地区と年齢別人口割合や人口規模が同程度の地区である中央 A 地区

では、町内会の回覧板を重視していない。その理由は、中央 A 地区は「町内会加入

率が38％とかなり低いため、町内会の回覧板を使っても約60％の住民には情報が届か

ない」からである。そこで、回覧板以外の情報発信手段として、中央 A 地区ではた

またま連合町内会の会長が北海道新聞（以下、「道新」という。）の販売店を営む方で

あるため、そのネットワークを活用して道新に地区の広報紙やチラシ類を挟んで配っ

てもらっているという。また、道新の「かわら版」が月 1 回発行されており、そこに

も地区の情報が掲載されている。このように、町内会加入率が低い地区では、企業の

協力によって町内会に加入していない住民にも情報を届けることができるため、情報

発信において企業の果たす役割は大きいとのことである。 

南 C 地区は、町内会の回覧板が情報発信手段として最も有効であると認識してい

るが、回覧板に様々なイベント等のお知らせを挟んで回しても、実際に住民が見てい

るとは限らないので、回覧板で回すチラシ類をスキャンしてまちセンのホームページ

にアップし、紙媒体以外でいつでも情報が見られるように工夫している。また、チラ

シ類を学校経由で配布したり、南区市民部総務企画課広聴係に取材してもらったりし

て情報発信をしている。 

 

４.３.３ 連絡所からまちセンへ移行した当時と現在の周知状況 

(1)まちセンへ移行した当時の周知状況 

札幌市市民自治推進課に対し、連絡所からまちセンへ移行した当時の周知方法につ

いてヒアリング調査したところ、「移行時のプレスリリース26)を見ると基本的に広報

さっぽろを中心に告知をしていた」とのことであった。そのプレスリリースには、ま

ちセンの周知・PR について、「『広報さっぽろ』を中心に」PR を進めること、「セン

ター利用の様子や地域の活動状況などのほか、市長によるセンター視察（毎月 1 カ所）

の様子を紹介する」ことが記載されている。そこで広報さっぽろの記事内容を確認し

たところ、2004年の広報さっぽろの 4 月号、10月号、11月号にまちセンに関する記事

が記載されているが、「連絡所の名称を『まちづくりセンター』に変更」し、「地域住

                              
26) 前掲、「連絡所の『まちづくりセンター』化について」 
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民によるまちづくりを支援する」という内容が記載されているのみで、「まちづくり

センターとは何か」といった説明はなされていない。 

また、2004年 4 月号の広報さっぽろの区民のページを調べたところ、連絡所からま

ちセンに名称が変わったという内容を記載している区は、全10区のうち厚別区、清田

区、白石区、中央区、西区、東区、南区の 7 区であった。2004年 4 月の時点で記載し

ていなかった北区は、同年 5 月号の区民のページで、連絡所からまちセンに名称が変

わったことと、連絡所の機能強化について簡単に記載している。手稲区は、同年 5 月

号で「手稲まちづくりセンター（手稲連絡所）」という形で名称が変更されたことを

示し、翌月 6 月号で連絡所の名称を変更した旨と連絡所の機能強化について記載して

いる。豊平区では、同年 9 月号の区民のページにおいて、「活用しよう！まちづくり

センター」というタイトルで10区の中で初めてまちセン特集を組み、まちセンとは何

でどこにあるのか、どのような機能があるかについて、詳しく紹介している。広報さ

っぽろの区民のページで2004年にまちセンを特集した区は、他に白石区だけである。 

 

(2)現在までのまちセンの周知状況 

2004年に連絡所からまちセンへ名称を変更してから2015年に至るまで、札幌市はま

ちセンの周知を継続的に行ってきたか。そのことに関して、全戸配布されている広報

さっぽろの区民のページでまちセンを特集し、区民にまちセンについて詳しく紹介し

ているかという点に着目すると、2005年 1 月に北区で、同年 3 月に厚別区でまちセン

を特集している。2006年 6 月に2004年11月以来再び白石区がまちセンを特集し、同年 

7 月に西区と東区で、2007年11月に手稲区、2008年 4 月に清田区、2011年 4 月に南区、

同年 6 月に再び西区、同年12月に再び手稲区、2012年 2 月に再び東区、2013年 1 月に

再び厚別区、2014年 8 月に再び西区、同年12月に2004年 9 月以来再び豊平区でまちセ

ンを特集して、区民に周知している。 

まちセンに改編された2004年 4 月から2015年 1 月までの広報さっぽろを調べた限り

において、中央区は、区民のページでまちセンを取り上げて詳しく紹介することを1

度もしていない一方で、西区のように 3 度も特集している区もあることから、まちセ

ンの周知状況については区によってばらつきがあることがわかる。 

他の区に先駆けてまちセンの特集をした豊平区の地域振興課の担当者は、「連絡所

からまちセンへ移行した際の周知は不十分だったかもしれない」と認識している。ま

ちセンの知名度を上げるために、豊平区では広報さっぽろでまちセンを特集するほか、

FM アップルというコミュニティ FM 局のラジオ番組にまちセン所長が出演して情報

提供をしているとのことである。 

また、「まちづくりセンターの PR 活動」を積極的に行っている北 B 地区と南 C 地

区の所長に対し、まちセンの知名度を上げる必要があると感じたきっかけについてヒ

アリング調査をしたところ、まず北 B 地区の所長は、2008年から2011年の間にまち
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センの支援に関する業務に携わっており、その頃まちセンの知名度向上が全市的に大

きな課題となっていたことから、意識しはじめたとのことである。一方、南 C 地区

の所長は、当該地区のホームページの利用度が低いことから、情報源であるまちセン

の知名度を上げる必要があると、2011年に所長に就任してすぐに感じたとのことであ

る。南 C 地区の所長によると、依然としてホームページによる情報発信に課題はあ

るが、2009年 3 月に自主運営化してから徐々にまちセンの知名度が向上してきた手応

えはあり、たとえば、まちセンへの寄付を募ると、全くまちセンと関わりのなかった

人も寄付をしてくれるようになったという。また、南 C 地区ではまちセンの PR 方法

として、所長をはじめまちセン職員が外出をする際には、名前入りのピンク色のウイ

ンドブレーカーを着て、人の目に止まるような工夫をしており、これは南 C 地区独

自の取組である。 

 

５. 札幌市における情報発信の課題 

まちセン単位の地区内における情報発信について、アンケート調査とヒアリング調

査を通じて見えてきた課題を大きく分けて 2 点挙げる。1 点目は、町内会の回覧板を

情報発信手段のメインとしている地区が多いが、実際それだけでは広く地区の住民に

情報が伝わらないので、多様な手段を用いて情報発信することが必要であるというこ

とである。2 点目は、連絡所からまちセンへ移行する際の周知が不十分であったため、

行政や地区の情報が集まる場であるまちセン自体の知名度がそもそも低いので、それ

を向上させる必要があるということである。 

 

５.１ 多様な手段を用いて情報発信をする必要性 

上記の 1 点目の課題に関しては、アンケート調査の結果から、最も有効な情報発信

手段として「町内会の回覧板」を挙げる地区が大多数であり、直営のまちセンでは

「所長が独自に入手した地区の情報を町内会等の会合で発信する」ことが次に多いこ

とから、多くのまちセンで町内会経由での情報発信を重視していることがわかる。 

しかしながら、札幌市の「町内会・自治会の加入状況」によると27)、町内会の加入

率は年々低下傾向にあり、1989年 1 月 1 日時点で83.1％あったものが、2015年同日に

は70.06％まで減少した。また、区によって加入率は異なり、例えば、2015年 1 月 1 

日時点で南区は80.93％であるのに対し、白石区は56.58％である。また、中央区は全

体で64.08％であるが、ヒアリング対象の中央 A 地区では加入率が38％であることか

ら、まちセンの地区によっても加入率には差があり、加入率が高い地区と低い地区と

でその差は区ごとの比較よりも大きいのではないかと推測できる。よって、情報を発

                              
27) 札幌市「町内会・自治会の加入状況」、 

〈http://www.city.sapporo.jp/shimin/shinko/chounaikai/documents/270101kanyuritsu.pdf〉 
（参照2015-10-15) 
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信する際は、町内会に加入していない世帯にも情報が伝わるよう、町内会の回覧板以

外の手段で情報発信をする工夫が必要である。 

その工夫の例として、ヒアリング調査によれば、南 C 地区の所長は、紙媒体以外

でも住民の目につくよう、まちセンのホームページに回覧板で回すチラシ類をアップ

している。また、町内会を地域コミュニティの中核として重視している北 B 地区の

所長も、町内会の回覧板単独では住民に広く情報が行き渡ることは困難であると認識

しているので、まちセンが発信する情報がしっかりと住民に伝わるように、情報の内

容や提供時期を考えながら複数の方法を組み合わせていくことを心がけて情報発信し

ている。 

よって、まちセンから情報発信をする際には、町内会の回覧板を頼るだけでなく、

ホームページに地区のイベントやお知らせを掲載したり、まちセン発行の広報紙を全

戸配布したりして、まちづくりに関心の薄い人や町内会に加入していないに人も情報

を目にする機会を与えるために多様な手段を活用して情報発信することが重要である

と考える。 

 

５.２ まちセン自体の知名度を向上させる必要性 

上記の 2 点目の課題に関しては、どんなにまちセンが様々な手段を駆使して情報を

発信したところで、そもそも発信元であるまちセン自体を住民が知らないとなると、

発信された情報に関心を抱きにくいのではないか。前述したように、札幌市全体では

アンケート調査でまちセンの認知度を調査しているが、区ごとにはまちセンの認知度

の調査はなされていない。広報さっぽろで複数回まちセンについて特集している区も

あれば、全くしていない区もあるなど、まちセンの周知状況は様々であるので、区に

よってまちセンに対する住民の認知度は異なると考えられる。よって、まちセンの認

知度を向上させる対策を講じるために、全市的な把握のみならず、各区でもまちセン

に対する住民の認知度や、区の住民がまちセンに求めていることをアンケート調査等

で把握した上で課題を抽出することが必要であると考える。 

また、まちセンは今後どうあるべきかという議論が不十分であるために、まちセン

の機能を生かしきれていないのではないかとも考えられる。全市的にまちセンの知名

度が低いことは前述したとおりであるが、まちセンの PR を行う前に、まちセンが地

域のまちづくりの拠点として今後どうあるべきか、地区の住民と一緒に議論する必要

があるのではないだろうか。「市民による集中評価会議報告書」28)によると、札幌市は

2011年 2 月に、「まちづくりセンターは地域のまちづくりの拠点となりえるか」とい

                              
28) 札幌市市民まちづくり局市民自治推進室「平成22年度市民による集中評価会議報告書」、

p.17、p.35-36、 

〈http://www.city.sapporo.jp/shimin/jichi/gugenka/hyoukakaigi/h22/documents/1-5.pdf〉 
（参照2015-10-15) 
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うテーマで市民による集中評価会議（ワークショップ）を実施した。このワークショ

ップの中で「まちづくりセンターの存在を知らなかった」という意見があり、また、

事前に送付したまちセンに関する資料が「よくわからなかった」という回答が参加者

アンケートで41.9％もあった。しかし、集中評価会議でのワークショップ実施後、ま

ちセンは地域のまちづくりの拠点となりえるかという質問に対して、31名中21名が

「拠点になりえる」の方向に意識が変わった。このことから、「“まちづくりセンター

への理解”が高まると、“拠点としての機能が高まる”と考えられる」と同報告書は

述べている。このような全市的なワークショップのみならず、各区でも「まちセンの

あり方」をテーマにワークショップを実施し、住民一人一人がまちセンはどうあるべ

きか考える機会を設けることで、まちセンの知名度はより向上するのではないかと考

える。 

 

６. 最後に 

以上、札幌市のまちセン単位における情報発信の現状と課題を述べた。最後に、情

報を多様な手法（インターネット、メルマガ、広報さっぽろ、出前講座など）で発信

している札幌市と、情報が伝わっていないと感じている市民との間の認識の差を少し

でも埋めて、広く市民に伝わる情報発信をするために、今後札幌市が全市的に取り組

むべき課題を提示することとする。 

まず、札幌市は市民と議論した上で、まちセンのあり方を今一度見直して、「まち

センとは何か」を市民にわかりやすい言葉で説明し、周知しなおすことが必要である

と考える。今回まちセンの所長を対象に実施したアンケート調査とヒアリング調査を

経て、住民にしっかりと伝わるような情報発信の方法とはどのようなものかというこ

とに関しては、多くのまちセンの所長の頭を悩ませているテーマであることがわかっ

た。まちセンは市民にとって区役所よりも身近な機関になるはずであったが、現実に

はまちセン自体どこにあって何をしているものなのか知らない市民が多数であるため、

まちセンに足を運ぶ市民も一部の人に限られている。同じ情報を発信するにしても、

その情報を発信する主体自体を自分が知っているか知らないかによって、情報への関

心の持ち方は変わってくるのではないだろうか。したがって、情報発信の手法云々を

議論する前に、情報を市民にしっかりと伝えるために札幌市が取り組むべきこととし

て、まずは、情報の集積地でありそれを発信する主体であるまちセンの知名度を向上

させるための方策に取り組むべきであることを提案したい。 

そして、まちセンの周知をしなおしたのち、札幌市は、具体的な情報発信の手法に

関して市民の意見を反映しつつ議論する。むやみやたらと大量の情報を発信するので

はなく、情報の取捨選択をして、わかりやすく発信するにはどうしたら良いか、市民

の意見を聞き議論する場を設けることを提案したい。 

まちセンの知名度が向上し、市民にとってまちセンが身近な存在になることができ
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た時、市民の情報発信に関する意識も自ずと変わってくるのではないかと考えている

が、本稿でその真偽を確かめるところまではできないため、今後の研究課題としたい。 
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Transmission of information from the community 

center in Sapporo : 

The way of Sapporo Machizukuri Center 
 

OKUDA Junko 
 

 

Abstract 
The purpose of this article is to discuss the problem of transmission of information in 

Sapporo. In recent years, there are a lot of local governments that are suffering from a shortage 

of workers who think and act about their place of residence. In Sapporo, there are 87 

community centers that is called MACHIZUKURI CENTER. Each center, there is one staff 

member at City Hall and are a lot of information. It is important that inhabitants can get the 

information in order to be interested in their community. We should reflect the way of 

MACHIZUKURI CENTER and it is required to be well known by inhabitants in Sapporo. 

 

Keywords 

local autonomy, local community, cooperation, transmission of information 
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